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【書　評】
法哲学はいかにして「政治」を語り得る／得ないのか
― 井上達夫編『公共性の法哲学』京都：ナカニシヤ出版、396pp.、
2006 年、3500 円＋税、ISBN: 9-784-77950114-2
千葉大学 21COE　フェロー　　
宮㟢　文彦
　政治的活動において人間は果てしもなく底も知れない海原を航海している。
そこには避難できる停泊港も投錨のための底地もない。出航地もなければ定
められた目的地もない。その企てとは舟を水平に保って浮かびつづけること
である。海は友にもなり敵にもなる。そして船乗りの伎倆（シーマンシップ）
は、伝統的な行動様式を資源として使いこなし、どんなに悪意に満ちた状況
でさえも友にできるようにすることにある（オークショット）1
１．法哲学からの公共性論―公共性論の批判的再検討
　ここ数年のうちに、公共性に関する言説は学界のみならず、様々な場面、文
脈において多用され、それらが中身の深い議論へと展開されているかといえば、
必ずしもそうとは断言しがたいのが現状であろう。このような公共性言説の繁
茂している現状に対して、「人々が公共性概念の危険な操作可能性への警戒心
を捨てて、自己の主張に高値をつける手軽で便利な手段をこの概念に求めて群
がる『知的バブル』がそこに潜んでいるのではないか」との懐疑から出発して、
「公共性」というものを「問題化」する共同研究を企て、実行した、その成果
が本書であるという。そして、「怪しげな公共性言説を批判的に分析し、公共
性概念に批判に耐えるだけのまともな知的・規範的脊椎があるのか、あるとす
ればそれは何かを見極めることが、この共同研究の目的であった」という（「ま
えがき―公共性の危うさと困難さ」ⅱ頁）。
1 中金聡『政治の生理学―必要悪のアートの論理』（勁草書房、2000 年）268 頁よ
りの引用
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　そのような極めて挑戦的な試みである本書は、以下の目次から分かるように、
全 16 章、さらには 3 つのコラムを含む密度の濃いものになっている。法哲学
という一学問分野からのアプローチながら、公共性概念そのものを議論した論
考が集められた第Ⅰ部、法それ自体がもつ正統性に関わる「法の公共性」を扱っ
た第Ⅱ部、法の時々の可変的内容の中に具現さるべき価値の公共性に関わる「法
における公共性」を、現代社会から突きつけられている現実的諸問題から議論
する論考からなる第Ⅲ部と、多面的なアプローチが採られていることも、本書
の特徴的な点であるといえるであろう。
【目次】
まえがき―公共性の危うさと困難さ（井上達夫）
第 I 部　公共性とは何か―多元的世界における公共性概念の再定位
第 1 章　公共性とは何か（井上達夫）
第 2 章　公共性のテスト　普遍化可能性から公開可能性へ（瀧川裕英）
第 3 章　討議は何故必要か？　公共性と解釈的実践（大屋雄裕）
第 4 章　公共性の成長論的再編（橋本努）
第 5 章　市場平和と市場の公共性（桂木隆夫）
第 6 章　 多文化社会と文化の公共性　文化政策学と多文化主義のアプローチ
（石山文彦）
【コラム】公共性を巡る対話（安藤馨・浦山聖子）
第Ⅱ部　法の公共性―法概念論と法実践論の転換
第 7 章　公共性の母体と革命的法創造（田島正樹）
第 8 章　立法過程における党派性と公共性（谷口功一）
第 9 章　民主的公共性における世論・運動・制度の役割（神江沙蘭）
第 10 章　 法の限界問題と法の公共性　ミルとフンボルトの議論を素材として
（吉永圭）
第 11 章　悪法問題と法の公共性（横濱竜也）
【コラム】 虜囚から大統領への手紙　国際社会における公共性をめぐって（郭
舜）
第Ⅲ部　法における公共性―法価値論の脱構築と再構築
第 12 章　〈性〉の公共性　法における社会改革の位置づけ（池田弘乃）
第 13 章　教育・子育ての私事性と公共性　権利概念の関係論的再編（大江洋）
第 14 章　 シティズンシップ概念の再編と公共性　外国人の参政権問題を手掛
かりに（稲田恭明）
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第 15 章　自然環境問題における公共性（松本充郎）
第 16 章　死の公共性と自己決定権の限界（奥田純一郎）
【コラム】 世代間正義と公共性　なぜ将来世代を思い煩わなければならないの
か（吉良貴之）
　本稿においては、当然のことながら分量的にすべての論考を扱うことは不可
能であるが、本書に対する評価として、大きく 2 点に分けて議論することが
できるであろう。
　ひとつは、公共性に関する新たな議論、あるいは批判的な問題提起という点
である。編者が意図している「多元的な社会における公共性が孕む問題の複雑
性と困難性を多様な視角から立体的に浮き彫りにし、この問題を読者が自分で
考察するための思考の道具・資源・触発剤を提供する」（「まえがき」ⅷ頁）と
いうことが実現されているかどうかという点である。この点に関しては、第 1
章の井上論文はいうまでもないが、第 4 章の橋本論文が、公共性に関する全
く独自のアプローチを提供している点で大変興味深く、また第 7 章の田島論
文も批判的な問題提起という点で、興味深い論考であろう。
　橋本論文では、現代の公共性への関心に関する問題状況の分析から出発した
うえで、「残基」としての公共性論という独自の議論が展開されている。他の
論文ではほとんど扱われていない、公共性の問題状況に対する分析がなされて
いる点が、まず大いに注目されるべき点であろう。
　その 2 つの問題状況としては、「疲弊した官政的『公』の世界の再編」と「公
的機関の失われた国家目標の救出」が挙げられ、そこから現代の公共哲学にお
ける「公共性」のビジョンとして「法の支配と倫理的国家の精神に基づく市民
的公共性の体制」という国民国家の新たな統治理念が掲げられていると指摘す
る。しかしながら、この理念は原理的なジレンマを抱えているという。すなわ
ち市民的公共性や法の支配や倫理国家の領域拡大は、一方では、党派的⊖利己
的な利害関心に根ざす「政治経済」の支配を排しつつ、他方ではそれを中心課
題として包摂するような統治原理をしめさなければならないということで、結
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局は「善意過剰の温情的修辞学」に手を染める結果になっていると指摘する（71
～ 72 頁）。
　公共性の哲学に潜む既存のリスク回避的思考を避けて、根源的な思考を開始
するための道筋として、「よりよい公共性」を問うのではなく、この概念の本
質を理解すること、公共性とは何かを、諸価値の調整や調停への関心から切り
離し、本源的に引き受けることが課題として挙げられ、「残基（residue）」と
しての公共性が提起される（73 頁）。この「残基としての公共性」論は、主観
的な観点からのみとらえるのでも、あるいはそれを超越するような普遍的・客
観的観点からのみ捉えるのでもない、人々を行動へと突き動かす動因として間
主観的に捉えようとするもので、独自の理論展開がなされている点では、大変
興味深いものである。具体的な政策提言などには疑問も残るが、近著『帝国の
条件』2 などと併せ、より紙面を割いての具体的制度論の展開を期待したい。
　田島論文では、「言論による何らかの公共的問題解決の母胎（マトリクス）」
としての祖国（政治的共同体）が語られ、その政治的共同体へのコミットメ
ントは、それゆえに言論によって正当化することは出来ず、「公論への非合理
的コミットメントで在らざるを得ない」（157 頁）との主張が展開されており、
その法創造における革命性の指摘は、日々の法解釈実践における公共性という
議論との対比において、興味深いものである。
　一方で、いわゆる「各論」というべき論考も、このような論文集においては
欠かすことのできない重要な要素であると思われる。この点では第Ⅲ部の各論
考はもとより、多文化主義が提起する複数の文化の同等な存続可能性や無形の
文化の質の評価問題、文化の自己同一性と変容に関わる問題を指摘した石山論
文（第 6 章）、民主的公共性の原理的基礎を「熟議」と「政治的答責性」に求
める神江論文（第 9 章）、そしてわが国の憲法学における「国民主権」概念の
2 橋本努『帝国の条件―自由を育む秩序の原理』（弘文堂、2007 年）
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解釈論やシティズンシップ概念の議論をフォローした稲田論文（第 14 章）な
どは、法哲学という分野に限定されることなく、政治学においても重要なテー
マが扱われ、かつ最新の議論が整理されている点で、大変参考となる論考であっ
た。
　また、関係領域との関連においては、特に池田論文（性・第 12章）、大江論文（教
育、子育て・第 13 章）、松本論文（環境・第 15 章）、奥田論文（死・第 16 章）
が大いに参考となるものであることはいうまでもない。
　本書は以上のような意味において、公共性に関する新たな刺激となる議論を
求める読者にとっても、また公共性に関する現代の議論の展開を知りたい読者
にとっても、有意義な論文集であることは言を待たないであろう。
　以下本稿では、本書の編者であり、法哲学から独自の公共性論を展開してい
る第 1 章の井上論文に関して、その議論の紹介と検討を行っていくこととし
たい。
２．普遍主義的正義概念に定位した公共的理由の公共性論（井上論文）
　本書の冒頭、第 1 章に掲載された本論文では、まず、公共性概念は公私の
区別に依存しており、その区別の判定基準は何かという問い、それとともに「一
体何が私的なものと区別された公共性をもつことを想定ないし要請されている
のか、何が『公共化』されるべきなのかという我々の問題を、『何の公共性か
（Publicness of what?）』という発問で提起することができるだろう」と指摘
されている。
　その「何の公共性か」という問いにいかに答えるかという観点からの整理が、
①領域的公共性論、②主体的公共性論、③手続的公共性論、④理由基底的公共
性論という形でなされ、「公共性とは、我々が依拠する理由が、単に我々自身
の行動根拠であるということを超えて、他者の行動を統制する統治権力によっ
て執行される政治的決定を正当化しうるものであるためにはもたなければなら
ない特別の間主観的な規範的地位
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
を意味する」と述べられている（6 頁、傍点
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は引用者、以下同様）。
　さらにその思想面からの検討が続いて行われ、前節の 4 つの公共性論は、そ
れぞれ①批判の対象としてのリベラリズム、②共同体論や公民的共和主義、③
多元主義的民主主義論・熟議民主主義論、④リベラリズムの公共性理解の真髄
にあたるとして、その詳細が検討される。
　領域的公共性論では、フェミニズムからの批判に典型的に見られるように、
公私区分の固定性が差別・抑圧の合理化装置に堕する危険性を有しており、そ
の境界線はア・プリオリに与えられるものではなく「公共的理由の探求を通じ
て絶えず再吟味されなければならない」（12 頁）。
　主体的公共性論では、「社会の公共的利益」を掲げながらも、特殊利益や排
他的・独善的連帯感を醸成する場合も少ない点、また主体の属性として公共性
を捉えることが、結局はある主体を公共的であり、ある主体を私的に過ぎない
とする「善玉と悪玉」の二元論、「善玉」の性善説的理想化と「悪玉」の性悪
説的烙印付けに帰着する、として理由基底的公共性論へと発展解消されるべき
とされる（13 ～ 15 頁）。
　最後に手続的公共性論だが、民主的プロセスそのものに「実体的価値をめぐ
る論争を裁断する政治的決定の公共的正統性の保障」を求めようとすれば、結
局のところ、その正統化の条件をめぐって再び実体的価値論争にかかわらざる
を得なくなる。ゆえに「自己と対立他者に対して実体的正当化責任を遂行する
ためには、我々は対立する他者にも妥当する論拠として、自閉的な特異理由を
0 0 0 0 0 0 0 0 0
超えた公共的理由
0 0 0 0 0 0 0 0
を提示しなければならない」ということで、理由基底的公共
性の理論へ向かわざるを得ないことが説明される（18 頁）。
　さて、その公共性の探求は「公共的理由の探求」であることが示されたが、
公共財（public goods）から考える経済学的なアプローチでは、その公共性判
断の基準を求めることが出来ず、また、公共的理由の根拠を、「特定の政治社
会に現存するないし生成すると想定された何らかの基底的合意」にもとめるよ
うな「文脈主義」のようなアプローチでは、その時々における「支配勢力の自
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己中心的・独善的通念による公共性の簒奪を合理化する」危険性がある（18
～ 21 頁）。
　そこで、そのような「文脈主義による政治的簒奪」から公共的理由の公共性
を救出するためには、「それを批判的に制御しうるような普遍主義的な
0 0 0 0 0 0
原理」
が必要であり、そのような規制理念となりうるのが「正義である」と主張され
るのである（21 頁）。
　現代の多元的社会においては、多様な「正義の諸構想（conceptions of 
justice）」の対立競合が存在するが、それは同じ「正義概念（conception of 
justice）」についての異なった構想ゆえのことであり、そこに通底する普遍主
義的要請が「反転可能性（reversibility）」要請であるという。この「反転可能性」
とは、「自己と他者の措かれた状況
4 4
のみならず、自己と他者の視点
4 4
を反転させ
たとしてもなお受容しうべき理由により、自己の他者に対する要求が正当化可
能か否かを我々に反実仮想的に吟味・テストさせる」（22 頁、この部分のみ傍
点は本文）ものであるという。これが正義を合意に還元するものではなく、逆
に合意を批判的に制御する理念であるというのである。
　この反転可能性のテストによって、公共的理由解釈に関して競合する正義諸
構想のあるものが採択され、他のものが斥けられることとなる。しかしながら、
そこで自己の正義構想を斥けられた政治的敗者が、かかる政治的決定を政治的
勝者の「私的見解」の押し付けとしてではなく、自己が属する政治社会の「公
共的決定」として尊重することはいかにして可能なのか、という問題（＝二階
の公共性）が生ずる（25 頁）。
　この問題の解決は、「対立競合する正義の諸構想を基底的に制約する普遍主
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
義的正義概念
0 0 0 0 0 0
自体の規範的含意の探求を通じて解明する企て」に求められるべ
きであるとされる。その展開戦略が以下の 4 点にまとめられている（26 頁）。
まずは普遍主義的正義概念が含意する「タダ乗り排除・二重基準排除・既得権
排除、集団エゴイズム排除」といった要請によって、政治的敗者が、政治的勝
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者の政治構想の誠実さ／偽装を識別することが可能となる。また善き生の特殊
構想から正義構想を独立して正当化することが可能であることにより、政治的
勝者が自己の正義構想を正当化することが禁止される。
　さらに「法の支配」によって、勝者の正義の正義を絶えざる批判的審問に服
せしめる制度的経路を保障することで政治的決定の二階の公共性（法の公共性）
を担保。最後に、批判的民主主義によって、少数者の不公正な政治的拒否権と
既得権を排しつつも、普遍主義的公平性をもった少数者保護を貫徹することが
可能であるとしている。
　このようにして、公共性への正義の企ては、「公共性の公共性」「正義の正義」
を絶えず批判的に問い直す実践であるとし、その実践を担い発展させる「公共
性を標榜する正義構想を批判的に査定する規制理念
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
として普遍主義的正義理念
に誠実かつ持続的にコミットし、それによって己自身の自己中心的恣意をも絶
えず批判的に問い直す個人」〈公共性への意志〉が結論部（27 頁）において強
調されている。
３．諸価値の共約不可能性問題と「政治」というものの営み
　以上のようにして独自の公共性論を展開している井上論文ではあるが、いく
つかの疑問が残る。まずは多元的社会に関する理解に関わるものである。多様
な「正義の諸構想（conceptions of justice）」が対立競合することが指摘され
ているが、それは同じ「正義概念（conception of justice）」についての異なっ
た構想ゆえのことであるとされている。対立競合する正義の特殊構想には通底
する、同じ「正義概念」があり、それゆえに普遍化不可能な差別を排除する普
遍主義的要請があるという。その要請を「反転可能性」に見るわけであるが、
本論文で批判されているジョン・グレイは、正義を含む諸価値の対立競合状況
を「共約不可能性 incommensurability」の問題として捉え、より現代の多元
的社会に対して厳しい認識を有しているように思われる。
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　ジョン・グレイは近著『自由主義の二つの顔』（2000 年）において、「何か
共有している場合にのみ、対立することになるのである」が、「諸価値が共約
不可能であるところでは、あらゆる理性的な人間が必ず受け入れるような、抗
争を解決する方法は存在しない。すべての人間を納得させるような、何もの
にも優先する決定の根拠などは存在しえない」と指摘している 3。共通項が存
在するからこそ対立することは確かであるが、ではその共通項によって対立を
解決できるのかといえば、必ずしもそうとはいえないのである。井上論文で擁
護されるような普遍主義的正義理念による解決は、残念ながら望むらくもない。
共約不可能であるということは、反転可能性テストも意味をなさないこととな
る。
　そもそも、このテストに関する最大の疑問は、誰がそのようなテストを裁定
するのか、そして「批判的自己変容」という自省へと促すのか、という点であ
る。「一階の公共性」は、政治的決定の場であり、政治的闘争の場である。テ
ストは行われても、それは批判的自己変容を促す場にはなりえない。「勝者の
正義」が支配する場になる可能性があるからであり、それだからこそ「二階の
公共性」という議論が導出されていたのであるから。すると、政治的決定の場
からは離れた、より普遍的な裁定を下す立場ということから、司法にその役割
が期待されていると見ることも可能であろう。実際、前著『法という企て』に
おいても、現代型訴訟における裁判所の機能拡大の重要性が主張されており（第
6 章）、説得的でもある。
　現代日本において、より積極的な司法の役割に期待したい点は説得的である
が、果たして反転可能性テストに関して、そのような機能が現実に果たされう
るのであろうかという点は疑問である。
　いま現実にわが国において行われている政治的決定のうち、果たしてどの程
3 John Gray “Two Faces of Liberalism”（Polity Press, 2000）p.43（松野弘監訳『自
由主義の二つの顔：価値多元主義と共生の政治哲学』ミネルヴァ書房、2006 年、69 頁）
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度のものが反転可能性のテストをクリアできるであろうか。原理的問題として
も、グレイの共約不可能性という点から反転可能性のテストは実行できない（あ
るいは実施しても、どの立場もクリアできない）が、実際問題としても、政治
的な勝利者がその座に居座り続けないようにするためには自省が必要であるこ
とは確かであろうが、果たして反転可能性のテストをクリアすることが出来る
のかという疑問が残り、また逆にクリアをしてしまい、そのまま自省を受け入
れることなく、居座り続けるようなことがあった場合はどう対処するのか、と
いった問題があるのではないだろうか。
　このような問題は、おそらく「政治」というものに対する理解ということに
関わっているように思われる。本論文における注目点の一つが「一階の公共性、
二階の公共性」という区別にあるが、「一階の公共性」に関する政治的決定の
過程は、かなり現実の（我々が目の当たりにしている）政治の現状に引きずら
れた「政治的競争過程」として捉えられている（とりわけ 16 ～ 17 頁）。政治
における公共性の議論がなされてはいるが、そこは常に「現実の政治的決定に
おいて、公共的理由解釈に関して競合社会する正義諸構想のあるものが採択さ
れ、他のものが斥けられること」が発生し、「勝者の正義」が支配する危険性
を持つ「政治的・法的闘争の『闘技場（agon）』」である。
　それはまた、グレイの暫定協定（modus vivendi）に対する批判にも反映さ
れている。「政治的に調達さるべき妥協」として理解し、そこに「戦略的妥協
を引き出しうるだけの交渉力のない政治的弱者を排除する『力こそ正義』の立
場」として平然と開き直るような「実力主義の傲慢」という評価（21 頁）が
下されるのである。
　しかしながら、「正統性の基盤」などを求めているわけでも、戦略的妥協と
しての「暫定協定」で満足しようとするものでもないグレイには、的外れな批
判である。グレイ自身は諸価値の抗争や対立、またそれらによって生み出され
る「諸判断の両立不可能性」というものを、「論理上のものではなく、現実に
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あるもの」として捉え、「ときに選好を表明することによってのみ解決されうる」
のだとしている4。
　すなわち、共約不可能性に対する深い現実認識を持つグレイにとって、暫定
協定は、積極的にそれでよいとするような価値相対主義的な態度ではなく、そ
のような政治の実践でしか解決し得えない、という消極的な「政治」の擁護論
である。
　「政治」の場は、様々な「正義の諸構想」の対立・競合する場であるとすれ
ば、公共的理由による正当化が妥当であるかもしれないが、実際には共訳不可
能な諸価値の対立・構想する場である。ウォルドロンが『立法の復権』におい
て、ロールズの「正義の状況」をもじって用いた「政治の状況 circumstance 
of politics」なのであり5、そのような状況における調停が、暫定協定なのである。
　井上論文におけるネガティブな「政治観」は、普遍主義的な正義概念の再生
を提唱した前著『法という企て』においても見られるものである。そこでは、カー
ル・シュミットの問題意識を共有しながら、次のような議論が展開されている。
　シュミットは、現代民主政下の議会制が「利益集団政治的な交渉と取引に変
質すること」を「宿命」としたわけであるが、このシュミットの宿命論が「独
裁や全体主義的統合の正当化に導くことを抑止する道は二つある」として、「宿
命への居直りと宿命への克服」が挙げられている。しかしながら、前者は結局
のところ「民主政の公共性喪失の不可避性というシュミットの呪文を復唱する
ものでしかなく、まさにそのことによってこの公共性喪失の不可避化するとい
う自己実現性をもつ」ために、後者の克服として、本書でも展開されている「討
議の指導理念としての正義の再生が必要」であると主張している 6。
4 ibid., p.54（訳 85 頁）
5 J・ウォルドロン『立法の復権：議会主義の政治哲学』（長谷部恭男・愛敬浩二、
谷口功一訳、岩波書店、2003 年）191 頁。ウォルドロンは「政治体として何をなす
べきかについて市民の意見が対立している状況」をこのように呼んでいる。
6 井上達夫『法という企て』（東京大学出版会、2003 年）28 頁
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　その正義に関する詳細な展開が本論文で行われており、公共的理由による批
判的民主主義の理論が展開され、シュミットの宿命論への克服としているので
あるが、問題は「政治」が「議会」という場にしか求められていない点である。
　大野達司は「シュミットとリーガリズム」において、シュクラー（Judith N. 
Shklar）の「リーガリズム legalism」の概念を使いながら、シュミットがリー
ガリズムを超えようとしつつ、結局は彼の政治理解の一面性が、リーガリズム
の一形態に過ぎなかったことを明らかにしている7。
　シュクラーの「リーガリズム」において、政治というものは「何か法とは別
個のものとみなされているだけではなく、法より劣ったもの」としてみなさ
れ、「政治が便宜だけにしか目を向けないのに対して、法は正義をめざしている。
法は中立的で客観的であるが、政治は、諸々の競いあう利害やイデオロギーか
ら勝手に生み出されるものである」と理解されるものである8。ここでシュク
ラーが問題としたのは、「法は政治的か」ということではなく、「法はいかなる
種類の政治を維持し反映することができるか」ということにあった。結局、テ
ロや強制的な説得、革命的な再教育の道具としては、法はほとんど役に立たな
いし、「リーガリスティックな行為のうちで至上のものである」とされる裁判
というもののも、リーガリズムが主張するように、非人格的な法というものに
よっていわば自動的に行われるものではない。裁判というものは「すべての政
治的行動と同様、真空状態のなかで行われるものではない」のであり、「他の諸々
の制度、習慣、信条から成る一つの全体的な複合体の一部」なのであるとシュ
クラーは述べている9。
　シュクラー・大野の議論から判断するに、井上とシュミットが結局は同じ穴
のむじなであることを暴き出そうとすることが主旨ではない。確かに井上公共
7 大野達司「シュミットとリーガリズム」『思想』（1998 年、774 号）70-96 頁、とくに「三
シュミットのリーガリズム」を参照。
8 J.N. シュクラー『リーガリズム』（田中成明訳、岩波書店）167 頁。
9 同上書、217-18 頁。
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性論では、「二階の公共性」という形で、多元的な政治の世界の議論が展開さ
れてはいるが、結局はその「一階の公共性」には《二義的》な意義しか与えら
れず、「二階の公共性」による法的裁定の議論に収斂してしまうのではないか、
という点を問題としたいのである。
　政治の実践は、そもそも選挙や議会における政治的決定のみならず、行政府
による執行や司法府による裁定までをも視野に入れて議論が展開されるべきも
のである。
　その点からすれば、政治的決定のレベルにおける公共的理由を求めようとす
る反転可能性のテストによって自省を促すよりも、暫定協定という、修正動議
を受け入れる可能性の高い、暫定的な政治的決定としてみなし、司法による裁
定が正義に関する「最終決定」となるのでもなく、その裁定や異議申し立てに
より、再び議会における再考、再審議を促すような政治システムの構築を構想
するほうが、現実的にも有意義ではないだろうか10。
　様々な正義構想を対決させるのが政治なのではなく、むしろ誰もが十分な「公
共的理由」でもって正義を語りえない、そのような相対的な状況の中で、いか
にして公共性を成り立たせていくことが出来るのか、それを放棄せずに少ない
ながらも可能性を探っていく、そのような政治の実践こそが現代における公共
性の議論に求められるべきものではないだろうか。
　他の幾つかの論文に対する不満も、そのような政治・行政の問題の矮小化と
いう点に掛かっている。
　谷口論文（第 8 章）における「立法・立法者、そしてその言説を含む立法
過程全体に対し、それに過大な期待をするのでもなければ、過小に蔑むのでも
10 このようなデモクラシー論の展開として、例えばフィリップ・ペティット Philip 
Pettit による「異議申し立てのデモクラシー contestatory democracy」などを参照。
Philip Pettit “Republicanism : a theory of freedom and government”（Clarendon 
Press, 1997）。
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なく、あくまで＂等身大＂のものとして捉え直そう」（185 頁）という結論は
理解できるが、その先の議論、等身大として捉え直すことがどのような現実的
な展開を生むのか、またどのような問題を孕んでいるのかの検討を期待したい。
　大谷論文（第 3 章）は、「公共性とは我々が我々自身主体として在りながら
他者たちと共存するために求められるもの」（67 頁）であることも確かであろ
うし、討議に参与することによる法の公共的創造という議論も論旨が明確であ
る。一方で、「抽象化され脱人格化された他者としての法
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
を媒介に、この私
4 4 4
と
他者とがともに存在する世界のあり方を開示する」（68 頁、傍点は本文）なら
びに、そのような「超越的な第三者の決定」としての法の正統性に対する尊重
という公共性と法の関係については、確かに説得的ではあるが、日常的な法解
釈を行っている行政の問題（しかも残念ながら、その場に「討議」は存在しな
い）をどう捉えるのかが疑問として残る。
　瀧川論文（第 2 章）の公開可能性テーゼ「ある公共的決定が正しいのは、そ
の決定が公開可能な理由によって正当化される場合である」（53 頁）も、確
かにドイツ語の「公共性」に該当することばが Öffentlichkeit であり、動詞
öffnen（開く）がもとになっていることから、公開性という意味につながると
いうのはもっともなことであり、重要な論点である。ただし、昨今の行政にお
ける情報公開に付きまとう問題を鑑みるに、現実の制度設計の問題に頭を悩ま
すところである。
　以上は、あくまで政治哲学を志すものとしての、外野からの批判に過ぎない
かもしれない。しかし、そもそも政治的な問題というものは、（吉永論文にお
いてその反語表現がみられるように11）公共的問題である。政治が扱うべきア
ジェンダであるかどうかの基準は、それが私的に解決されるべき問題ではなく、
11 本書 222 頁「フンボルトの人間観は徹底して非政治的、換言すれば非公共的であっ
た」。
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公共的に解決されるべき問題であるという点にある。井上自身も言及している
ように「その事柄への法的・政治的介入を正当化しうる公共的理由の探求を通
じて絶えず批判的に吟味されなければならない」ものであろう（12 頁）。その
批判的吟味を「予測不可能な政治的干渉」ではなく、「公共的理由を探求する人々
の実践を通じて」行なっていこうとするのが井上公共性論であるが、そもそも
何が「公共」的なるものであり、何が私的なものであるかは「予測不可能」な
ものであり、その境界線を設定していくこと事態が「政治」の営みであること
はたびたび指摘されてきたことである。
　「公共性」なるものは、その意味内容が恒常普遍で一義的に定義されるもの
ではなく、その時代・状況に応じて、常に問い直されるべき「未完の理念」（辻
清明）である。その絶えず問い直すプロセス全体のなかで、政治が果たすべき
役割（討議、政策形成や意思決定等々）、法が果たすべき役割（法の支配、法
と道徳等々）、行政の位置づけ（法の運用、裁量行為等々）といったことを、
包括的に議論することが求められるのではないだろうか。
（みやざき・ふみひこ）
（2007 年 10 月 3 日受理）
